
議案第３５号 

   行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように定める。 

  平成２８年２月２日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （さいたま市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 さいたま市固定資産評価審査委員会条例（平成１３年さいたま市条例第１２

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（審査の申出） （審査の申出）

第４条 ［略］ 第４条 ［略］

２ 法第４３２条第２項の規定により読み替えて準

用する行政不服審査法（平成２６年法律第６８号

）第１９条第２項に規定する条例で定める事項は、

口頭で意見を述べることを求める場合においては、

その旨とする。

２ 審査申出書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。

 ⑴ 審査申出人の氏名又は名称及び住所

 ⑵ 審査の申出の趣旨及び理由

 ⑶ 口頭で意見を述べることを求める場合におい

ては、その旨

 ⑷ 審査の申出の年月日

３ 審査申出人が、法人その他の社団若しくは財団

であるとき、総代を互選したとき又は代理人によ

って審査の申出をするときは、審査申出書には、

前項に掲げる事項のほか、その代表者若しくは管

理人、総代又は代理人の氏名及び住所を記載し、

行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第

１３条第１項に規定する書面を添付しなければな

らない。

３ ［略］ ４ ［略］

４ ［略］ ５ ［略］



５ 審査申出人の代表者若しくは管理人、総代又は

代理人の資格は、書面で証明しなければならない。

法第４３２条第２項において準用する行政不服審

査法第１２条第２項ただし書に規定する特別の委

任についても、同様とする。

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、総代又

は代理人がその資格を失ったときは、書面でその

旨を委員会に届け出なければならない。

 （審査の申出の取下げ）

第６条 審査申出人は、委員会が審査の決定を行う

までは、いつでも審査の申出の全部又は一部を取

り下げることができる。

２ 審査の申出の取下げは、その旨を記載した書面

を委員会に提出してしなければならない。

 （書面審理）  （書面審理）

第６条 ［略］ 第７条 ［略］

２ 委員会は、弁明書の提出があった場合において

は、審査申出人に対しその副本及び必要と認める

資料の概要を記載した書面を送付しなければなら

ない。

２ 委員会は、弁明書の提出があった場合において

は、審査申出人に対しその副本及び必要と認める

資料の概要を記載した書面を送付しなければなら

ない。ただし、審査の申出の全部を容認すべきと

きは、この限りでない。

３ 審査申出人は、弁明書の副本の送付を受けたと

きは、これに対する反論書を提出することができ

る。この場合においては、委員会が定めた期間内

にこれを正副２通提出しなければならない。

３ 審査申出人は、弁明書の副本の送付を受けたと

きは、これに対する反論書を提出することができ

る。この場合においては、委員会が定めた期間内

にこれを提出しなければならない。

４ 委員会は、審査申出人から反論書の提出があっ

たときは、その副本を市長に送付しなければなら

ない。

第７条 ［略］ 第８条 ［略］

第８条 ［略］ 第９条 ［略］

第９条 ［略］ 第１０条 ［略］

第１０条 ［略］ 第１１条 ［略］

第１１条 ［略］ 第１２条 ［略］

第１２条 ［略］ 第１３条 ［略］

第１３条 ［略］ 第１４条 ［略］

第１４条 ［略］ 第１５条 ［略］

第１５条 ［略］ 第１６条 ［略］



 （さいたま市附属機関の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市附属機関の設置等に関する条例（平成２６年さいたま市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条―第４条関係） 別表（第２条―第４条関係） 

執

行

機

関

附属機関 担任事務 委

員

の

定

数

委

員

の

構

成

委

員

の

任

期

市

長

 ［略］ 

さいたま

市療育手

帳判定審

査委員会

療育手帳に係る障害程

度の判定に関し必要な

事項についての審査に

関する事務 

［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

執

行

機

関

附属機関 担任事務 委

員

の

定

数

委

員

の

構

成

委

員

の

任

期

市

長

 ［略］ 

さいたま

市療育手

帳判定審

査委員会

療育手帳の交付に係る

障害程度の判定に関す

る不服申立て及び療育

手帳に係る障害程度の

判定に関し必要な事項

についての審査に関す

る事務 

［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 （さいたま市情報公開条例の一部改正） 

第３条 さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 



⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（審査請求があった場合の手続） （不服申立てがあった場合の手続）

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為に

ついて審査請求があった場合は、当該審査請求に

係る審査庁は、次の各号のいずれかに該当すると

きを除き、別に定めるさいたま市情報公開・個人

情報保護審査会に諮問し、その答申を尊重して、

速やかに、当該審査請求についての裁決をしなけ

ればならない。

第１９条 開示決定等について行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）の規定による不服申立

てがあった場合は、当該不服申立てに係る処分庁

又は審査庁は、次の各号のいずれかに該当すると

きを除き、別に定めるさいたま市情報公開・個人

情報保護審査会に諮問し、その答申を尊重して、

速やかに、当該不服申立てについての決定又は裁

決をしなければならない。

⑴ 審査請求が不適法であり、却下するとき。 ⑴ 不服申立てが不適法であり、却下するとき。

⑵ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る行政情報の全部を開示するとき（当

該行政情報の開示について反対意見書が提出さ

れているときを除く。）。

⑵ 決定又は裁決で、不服申立てに係る開示決定

等（開示請求に係る行政情報の全部を開示する

旨の決定を除く。）を取り消し、又は変更し、

当該不服申立てに係る行政情報の全部を開示す

るとき。ただし、当該開示決定等について反対

意見書が提出されているときを除く。

２ 前項に規定する審査請求については、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項

の規定は、適用しない。

３ 第１項の規定による諮問は、行政不服審査法第

９条第３項において読み替えて適用する同法第２

９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければな

らない。

４ 第１項の規定により諮問をした審査庁は、次に

掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければ

ならない。

２ 前項の規定により諮問をした処分庁又は審査庁

は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知し

なければならない。

⑴ 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１

３条第４項に規定する参加人をいう。以下この

条及び次条において同じ。）

⑴ 不服申立人及び参加人

⑵ 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参

加人である場合を除く。）

⑵ 開示請求者（開示請求者が不服申立人又は参

加人である場合を除く。）

⑶ 当該審査請求に係る行政情報の開示について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審

査請求人又は参加人である場合を除く。）

⑶ 当該不服申立てに係る開示決定等について反

対意見書を提出した第三者（当該第三者が不服

申立人又は参加人である場合を除く。）

（第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続）

（第三者からの不服申立てを棄却する場合等にお

ける手続）

第２０条 第１６条第３項の規定は、次の各号のい

ずれかに該当する裁決をする場合について準用す

る。

第２０条 第１６条第３項の規定は、次の各号のい

ずれかに該当する決定又は裁決をする場合につい

て準用する。

⑴ 開示決定に対する第三者からの審査請求を却

下し、又は棄却する裁決

⑴ 開示決定に対する第三者からの不服申立てを

却下し、又は棄却する決定又は裁決

⑵ 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る

行政情報の全部を開示する旨の決定を除く。）

を変更し、当該審査請求に係る行政情報を開示

する旨の裁決（第三者である参加人が当該行政

⑵ 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該

開示決定等に係る行政情報を開示する旨の決定

又は裁決（第三者である参加人が当該行政情報

の開示に反対の意思を表示している場合に限る。



情報の開示に反対の意思を表示している場合に

限る。）

 ）

 （さいたま市個人情報保護条例の一部改正） 

第４条 さいたま市個人情報保護条例（平成１３年さいたま市条例第１８号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（審査請求があった場合の手続） （不服申立てがあった場合の手続）

第３０条 開示決定等若しくは開示請求に係る不作

為又は訂正決定等について審査請求があった場合

は、当該審査請求に係る審査庁は、次の各号のい

ずれかに該当するときを除き、別に定めるさいた

ま市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、そ

の答申を尊重して、速やかに、当該審査請求につ

いての裁決をしなければならない。

第３０条 開示決定等又は訂正決定等について行政

不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の規定

による不服申立てがあった場合は、当該不服申立

てに係る処分庁又は審査庁は、次の各号のいずれ

かに該当するときを除き、別に定めるさいたま市

情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、その答

申を尊重して、速やかに、当該不服申立てについ

ての決定又は裁決をしなければならない。

⑴ 審査請求が不適法であり、却下するとき。 ⑴ 不服申立てが不適法であり、却下するとき。

⑵ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る個人情報の全部を開示又は訂正等す

るとき（当該個人情報の開示について反対意見

書が提出されているときを除く。）。

⑵ 決定又は裁決で、不服申立てに係る開示決定

等（開示請求に係る個人情報の全部を開示する

旨の決定を除く。）又は訂正決定等（訂正等の

請求に係る個人情報の全部を訂正等する旨の決

定を除く。）を取り消し、又は変更し、当該不

服申立てに係る個人情報の全部を開示又は訂正

等するとき。ただし、当該開示決定等について

反対意見書が提出されているときを除く。

２ 前項に規定する審査請求については、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項

の規定は、適用しない。

３ 第１項の規定による諮問は、行政不服審査法第

９条第３項において読み替えて適用する同法第２

９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければな

らない。

４ 第１項の規定により諮問をした審査庁は、次に

掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければ

ならない。

２ 前項の規定により諮問をした処分庁又は審査庁

は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知し

なければならない。

⑴ 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１

３条第４項に規定する参加人をいう。以下この

⑴ 不服申立人及び参加人



条及び次条において同じ。）

⑵ 開示請求者又は訂正等請求者（開示請求者又

は訂正等請求者が審査請求人又は参加人である

場合を除く。）

⑵ 開示請求者又は訂正等請求者（開示請求者又

は訂正等請求者が不服申立人又は参加人である

場合を除く。）

⑶ 当該審査請求に係る個人情報の開示について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審

査請求人又は参加人である場合を除く。）

⑶ 当該不服申立てに係る開示決定等について反

対意見書を提出した第三者（当該第三者が不服

申立人又は参加人である場合を除く。）

（第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続）

（第三者からの不服申立てを棄却する場合等にお

ける手続）

第３１条 第２２条第３項の規定は、次の各号のい

ずれかに該当する裁決をする場合について準用す

る。

第３１条 第２２条第３項の規定は、次の各号のい

ずれかに該当する決定又は裁決をする場合につい

て準用する。

⑴ 開示決定に対する第三者からの審査請求を却

下し、又は棄却する裁決

⑴ 開示決定に対する第三者からの不服申立てを

却下し、又は棄却する決定又は裁決

⑵ 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る

個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。）

を変更し、当該審査請求に係る個人情報を開示

する旨の裁決（第三者である参加人が当該個人

情報の開示に反対の意思を表示している場合に

限る。）

⑵ 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該

開示決定等に係る個人情報を開示する旨の決定

又は裁決（第三者である参加人が当該個人情報

の開示に反対の意思を表示している場合に限る。

）

 （さいたま市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第５条 さいたま市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１３年さいたま市条例

第１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置）

第１条 さいたま市情報公開条例（平成１３年さい

たま市条例第１７号。以下「情報公開条例」とい

う。）第１９条及びさいたま市個人情報保護条例

（平成１３年さいたま市条例第１８号。以下「個

人情報保護条例」という。）第３０条の規定に基

づく諮問に応じて、審査請求について審査するた

め、さいたま市情報公開・個人情報保護審査会（

以下「審査会」という。）を設置する。

第１条 さいたま市情報公開条例（平成１３年さい

たま市条例第１７号。以下「情報公開条例」とい

う。）第１９条及びさいたま市個人情報保護条例

（平成１３年さいたま市条例第１８号。以下「個

人情報保護条例」という。）第３０条の規定に基

づく諮問に応じて、不服申立てについて審査する

ため、さいたま市情報公開・個人情報保護審査会

（以下「審査会」という。）を設置する。



（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ ［略］ ⑴ ［略］

⑵ 行政情報 情報公開条例第２条第２号及び個

人情報保護条例第２条第６号に規定する行政情

報をいう。

⑵ 行政情報 情報公開条例第２条第２号及び個

人情報保護条例第２条第５号に規定する行政情

報をいう。

⑶ ［略］ ⑶ ［略］

（調査権限） （調査権限）

第７条 ［略］ 第７条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 審査会は、審査のために必要があると認めると

きは、審査請求人、参加人（行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第１３条第４項に規定す

る参加人をいう。以下同じ。）、関係実施機関の

職員その他の関係者に対し、出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求め

ることその他必要な調査をすることができる。

４ 審査会は、審査のために必要があると認めると

きは、不服申立人、関係実施機関の職員その他の

関係者に対し、出席を求めて意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提出を求めることその他

必要な調査をすることができる。

（意見の陳述）

第８条 審査会は、審査請求人、参加人又は情報公

開条例第１９条第１項若しくは個人情報保護条例

第３０条第１項の規定により審査会に諮問をした

審査庁（以下「審査請求人等」という。）から申

立てがあったときは、当該審査請求人等に口頭で

意見を述べる機会を与えなければならない。ただ

し、審査会が、その必要がないと認めるときは、

この限りでない。

２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参

加人は、審査会の許可を得て、補佐人とともに出

頭することができる。

（意見書等の提出）

第９条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又

は資料を提出することができる。この場合におい

て、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の

期間を定めたときは、その期間内にこれを提出し

なければならない。

（提出資料等の閲覧等）

第１０条 審査請求人等は、審査会に対し、審査会

に提出された意見書又は資料の閲覧（電磁的記録

にあっては、記録された事項を審査会が定める方

法により表示したものの閲覧）又は写しの交付（

以下「資料閲覧等」という。）を求めることがで

きる。この場合において、審査会は、第三者の利

益を害するおそれがあると認めるとき、その他正

当な理由があるときでなければ、その資料閲覧等



を拒むことができない。

２ 審査会は、資料閲覧等をさせようとするときは、

当該資料閲覧等に係る意見書又は資料を提出した

審査請求人等の意見を聴かなければならない。た

だし、審査会が、その必要がないと認めるときは、

この限りでない。

３ 審査会は、資料閲覧等について、日時及び場所

を指定することができる。

（答申書の送付等） （答申書の送付等）

第１１条 審査会は、諮問に対する答申をしたとき

 は、答申書の写しを審査請求人及び参加人に送付

するとともに、答申の内容を公表するものとする。

第８条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、

答申書の写しを不服申立人及び参加人に送付する

 とともに、答申の内容を公表するものとする。

第１２条 ［略］ 第９条 ［略］

第１３条 ［略］ 第１０条 ［略］

第１４条 ［略］ 第１１条 ［略］

 （さいたま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第６条 さいたま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年さいた

ま市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（人事委員会の報告事項） （人事委員会の報告事項）

第５条 前条の規定により人事委員会が報告しなけ

ればならない事項は、次に掲げる事項とする。

第５条 前条の規定により人事委員会が報告しなけ

ればならない事項は、次に掲げる事項とする。

⑴～⑶ ［略］ ⑴～⑶ ［略］

⑷ 不利益処分に関する審査請求の状況 ⑷ 不利益処分に関する不服申立ての状況

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。 



次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第２９条 ［略］ 第２９条 ［略］

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止

める処分（以下「一時差止処分」という。）を受

けた者は、行政不服審査法（平成２６年法律第６

８号）第１８条第１項本文に規定する期間が経過

した後においては、当該一時差止処分後の事情の

変化を理由に、一時差止処分をした者に対し、そ

の取消しを申し立てることができる。

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止

める処分（以下「一時差止処分」という。）を受

けた者は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１

６０号）第１４条又は第４５条に規定する期間が

経過した後においては、当該一時差止処分後の事

情の変化を理由に、一時差止処分をした者に対し、

 その取消しを申し立てることができる。

３～６ ［略］ ３～６ ［略］

 （さいたま市職員退職手当条例の一部改正） 

第８条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（退職手当の支払の差止め） （退職手当の支払の差止め）

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分（以下「支払差止処分」とい

う。）を受けた者は、行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）第１８条第１項本文に規定する

期間が経過した後においては、当該支払差止処分

後の事情の変化を理由に、当該支払差止処分を行

った退職手当管理機関に対し、その取消しを申し

立てることができる。

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分（以下「支払差止処分」とい

う。）を受けた者は、行政不服審査法（昭和３７

年法律第１６０号）第１４条第１項又は第４５条

に規定する期間が経過した後においては、当該支

払差止処分後の事情の変化を理由に、当該支払差

止処分を行った退職手当管理機関に対し、その取

消しを申し立てることができる。



５～１０ ［略］ ５～１０ ［略］

 （さいたま市市税条例の一部改正） 

第９条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（災害等による期限の延長） （災害等による期限の延長）

第８条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを

得ない事由により、法又はこの条例に定める申告、

申請、請求その他書類の提出（審査請求に関する

ものを除く。）又は納付若しくは納入（以下この

条において「申告等」という。）に関する期限ま

でにこれらの行為をすることができないと認める

場合には、地域、期日その他必要な事項を指定し

て当該期限を延長するものとする。

第８条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを

得ない事由により、法又はこの条例に定める申告、

申請、請求その他書類の提出（不服申立てに関す

るものを除く。）又は納付若しくは納入（以下こ

の条において「申告等」という。）に関する期限

までにこれらの行為をすることができないと認め

る場合には、地域、期日その他必要な事項を指定

して当該期限を延長するものとする。

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

（さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例の一部改

正） 

第１０条 さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（

平成２３年さいたま市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（申立て） （申立て） 



第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 前２項の申立ては、その事案が次の各号のいず

れかに該当するときは、することができない。 

３ 前２項の申立ては、その事案が次の各号のいず

れかに該当するときは、することができない。 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

その他の法令により審査請求その他の不服申立

てをすることができるものであって、行政庁の

行う処分の取消し若しくは変更又は行政庁の行

う公権力の行使に当たる事実上の行為の撤廃若

しくは変更を求めるものであるとき。 

⑴ 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号

）その他の法令により審査請求その他の不服申

立てをすることができるものであって、行政庁

の行う処分の取消し若しくは変更又は行政庁の

行う事実行為（同法第２条第１項に規定する事

実行為をいう。）の撤廃若しくは変更を求める

ものであるとき。 

⑵・⑶ ［略］ ⑵・⑶ ［略］ 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 （さいたま市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の一部改正） 

第１１条 さいたま市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例（平成１３年さ

いたま市条例第２３５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（賦課に対する審査請求） （賦課に対する異議の申立て）

第４条 第２条の規定により賦課金又は夫役現品の

賦課を受けた者は、その賦課の算定に異議がある

ときは、その賦課を受けた日から３月以内に、市

長に対して審査請求をすることができる。

第４条 第２条の規定により賦課金又は夫役現品の

賦課を受けた者は、その賦課の算定に異議がある

ときは、その賦課を受けた日から６０日以内に、

市長に対して異議を申し立てることができる。

２ 市長は、前項の規定による異議の申立てを受け

たときは、同項に規定する期間満了後３０日以内

にこれを決定しなければならない。

（さいたま市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第１２条 さいたま市消防団員等公務災害補償条例（平成１３年さいたま市条例第２

８３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 



⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（審査請求） （異議申立て） 

第３１条 市の行う消防団員等の死亡、負傷又は疾

病が公務又は消防作業等に従事し、救急業務に協

力し、若しくは応急措置の業務に従事したことに

よるものであるかどうかの認定、療養の方法、損

害補償の金額の決定その他損害補償の実施につい

て不服のある者は、市長に対して、審査請求をす

ることができる。 

第３１条 市の行う消防団員等の死亡、負傷又は疾

病が公務又は消防作業等に従事し、若しくは救急

業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したこ

とによるものであるかどうかの認定、療養の方法、損

損害補償の金額の決定その他損害補償の実施につ

いて不服のある者は、市長に対して、異議申立て

をすることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであって、この条例の施行の日前

にされた行政庁の処分又はこの条例の施行の日前にされた申請に係る行政庁の不作

為に係るものについては、なお従前の例による。 


